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資料４ 「地域防災計画」に基づく避難地の指定状況 

 

表 資 4-1 「地域防災計画」に基づく避難地の一覧 

  

（出典：地域防災計画） 
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資料５ 公園便所の維持管理費（清掃費） 

 

表 資 5-1 平成 30 年度（2019 年度）公園便所の維持管理費（清掃費） 

  

※41「中の島公園」は、臨時雇用員による直営のため空白とする。 
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資料６ 標準仕様タイプの公園便所に係る年間費用 

 

標準仕様タイプの公園便所に係る年間費用は、実施設計費、建設費、撤去費、修繕費、維持管理

費で構成され、「タイプ大」が約121万円、「タイプ中」が約98万円、「タイプ小」が約69万円

です。 

表 資 6-1 標準仕様タイプの公園便所に係る年間費用 

仕様標準のタイプ 
タイプ大 

（防災機能付） 
タイプ中 タイプ小 

イ
ニ
シ
ャ
ル
コ
ス
ト 

●実施設計費 

【年割換算】 

実施設計費/使用見込み期間(60 年) ① 

￥2,900,000 

 

\48,333 

￥2,900,000 

 

\48,333 

￥2,900,000 

 

\48,333 

●建設費 

（内訳） 

 ・建築工事 

 ・外構工事 

 ・機械設備工事 

・電気設備工事 

 ・共通費 

 ・消費税（10％） 

【年割換算】 

建設費/使用見込み期間(60 年)   ② 

\35,750,000 

 

\10,600,000 

\4,700,000 

\3,300,000 

\4,200,000 

\9,700,000 

\3,250,000 

 

\595,833 

\26,400,000 

 

\8,300,000 

\4,700,000 

\2,700,000 

\1,400,000 

\6,900,000 

\2,400,000 

 

\440,000 

\21,890,000 

 

\6,500,000 

\4,700,000 

\2,000,000 

\1,100,000 

\5,600,000 

\1,990,000 

 

\364,833 

●撤去費 

建設費の 10％ 

【年割換算】 

撤去費/使用見込み期間(60 年)   ③ 

 

\3,575,000 

 

\59,583 

 

\2,640,000 

 

\44,000 

 

\2,189,000 

 

\36,483 

ラ
ン
ニ
ン
グ
コ
ス
ト 

●修繕費 

建設費の 10％ 

【年割換算】 

修繕費/使用見込み期間(60 年)   ④ 

 

\3,575,000 

 

\59,583 

 

\2,640,000 

 

\44,000 

 

\2,189,000 

 

\36,483 

●維持管理費 

・清掃費 ※年費（清掃頻度:週 2 回）  ⑤ 

・光熱水費 

 

\445,405 

不明 

 

\400,864 

不明 

 

\200,432 

年間費（①+②+③+④+⑤） \1,208,737 \977,197 \686,564 
※中タイプに防災機能を追加する場合は、建設費 4,510,000 円 UP（電気設備工事 2,600,000 円、共通費 1,500,000 円） 
※実施設計費は、過去の設計価格を参考としています。 
※建設費は、設置工事の設計価格（税 10％換算）としています。 
※修繕費は、「公園施設長寿命化計画（平成 24 年度（2012 年度））」に準じて、「建設費の 10％」としています。 
※撤去費は、「公園施設長寿命化計画（平成 24 年度（2012 年度））」に準じて、「建設費の 10％」としています。 
※維持管理費のうち清掃費は、平成 30 年度（2018 年度）の便所清掃業務の設計価格（税 10％換算）としています。なお、光熱水費
は、便所単独の費用を算出することができないため、含めていません。 

※使用見込み期間は、従来の標準仕様タイプの公園便所の設置年が「平成 17 年（2005 年）以降」、建物の主要部材が「コンクリート」
であり、処分制限期間が 50 年となることから、処分制限期間の 1.2 倍の「60 年」としています。（表 資 6-2、表 資 6-3 参照） 

 

表 資 6-2 処分制限期間              表 資 6-3 使用見込み期間 

設置年 建物の主要部材 処分制限期間 

H16 年（2004 年）

以前 

鉄・アルミ 25 年 

コンクリート 45 年 

H17 年（2005 年）

以降 

鉄（ 肉厚 3～ 4mm）建 築 38 年 

コンクリート 50 年 

施設の処分制限期間 予防保全型管理 

処分制限期間が20年未満の施設 処分制限期間の 2.4 倍 

処分制限期間が20～39年の施設 処分制限期間の 1.8 倍 

処分制限期間が40年以上の施設 処分制限期間の 1.2 倍 

（出典：公園施設長寿命化計画（平成 24 年度（2012 年度））） 

（出典：公園施設長寿命化計画（平成 24 年度（2012 年度））） 
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資料７ 「避難地指定されている都市公園の便所に付加すべき防災機能」検討結果 

 

（１）検討経過 

本計画の策定にあたり、関係室課と協議を行った結果、「地域防災計画」や「災害廃棄物処理計画

（改訂版）」等の関連計画においては、避難地指定されている都市公園への非常用便所の整備が位

置づけられていないことを確認できました。ただし、国のガイドラインに防災公園への非常用便所

の整備が示されている場合は、原課判断で対応するよう意見がありました。  

そこで、公園みどり室では、避難地指定されている都市公園の便所に付加すべき防災機能につい

て、非常用便所の種類毎のコストやし尿処理方式等の様々な角度から検討を行いました。 

 

（２）非常用便所の種類 

非常用便所の種類は、表 資 7-1 に示す 8 種類に分類されます。種類の選択にあたっては、時

間経過に伴う利用者ニーズを踏まえ、災害時における管理・運用、使用後の処理、施設使用時の快

適性等の様々な条件を考慮した検討を行う必要があります。 

表 資 7-1 非常用便所の種類と特徴（1/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：防災公園のガイドライン） 

⑧携帯トイレ        仮  非  単   －   △      ○ｆ   ○   ○   ○ 
○ 

（▲） 
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高 
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高 
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中 

低 
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コ
ス
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※赤字は、本計画にて加筆修正 
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表 資 7-2 非常用便所の種類と特徴（2/2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【凡例】○：対応可能 △：ある程度可能 
 

 

①非常用便槽付き常設トイレ 

常設便所に汲み取り式の便槽を付帯させ、非水洗便所としても使用できる便所です。建物廻り

に非水洗便所を増設することもあります。状況によっては、常設の水洗便所をそのまま使用する

ことが可能です。 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 資 7-1 非常用便槽付常設トイレ 模式図（例） 

（出典：防災公園のガイドライン）      

処理の 
容易さ・ 
即時性 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

○ 

○ ⑧携帯トイレ            非水洗      パック化・回収 
ビニル袋内に凝固剤等で固化し、回収し

て廃棄、焼却処理を行う。 

△ 

※赤字は、本計画にて加筆修正 

（出典：防災公園のガイドライン） 
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②貯水槽兼用トイレ 

消火用水や多目的水の貯水槽（耐震性貯水槽）を汲み取り式の便槽としても使用する便所です。  

使用時には便器部やパーテーション等を設置します。貯水槽の使用後、または一部排水後に使用

するか、槽の内部を水槽部と便槽部に予め分けておきます。 

 

③汚水管兼用トイレ 

汚水本管の一部、あるいはバイパス部にマンホールや専用の枡を接続しておくことにより、 

汚水管を災害時用便所として活用する便所です。使用時には便器部やパーテーション等を設置し

ます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

  図 資 7-2 汚水管兼用トイレ 模式図（例） 

（出典：防災公園のガイドライン） 

④地下埋設式トイレ 

平常時から地下にブース形態で埋設し、使用時に引き上げて使用する便所です。備品類等軽

量のものを備蓄することもできます。 
 

 

 

 

               

 

 

 

 

 

図 資 7-3 地下埋設式トイレ 模式図（例） 

（出典：防災公園のガイドライン）       
 

  

排水も可能 

 必要に応じて汲み取り 

 便槽 

 （ジョッキアップ） 

 （地下収納内部に軽量物備蓄可能） 
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⑤仮設組立式トイレ 

使用時に組み立てて使用する便所です。一式セットになっており、平常時は備蓄しておきま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 図 資 7-4 仮設組立式トイレ・仮設ユニット式トイレ 模式図（例） 

（出典：防災公園のガイドライン） 

 

⑥仮設ユニット式トイレ 

使用時に搬入して使用する便所です。災害時に公園の外部から搬入、設置して使用します。 

（模式図（例）は⑤仮設組立式トイレを参照。） 

 

⑦組立簡易式トイレ 

ポータブル式の組立式便所です。常設便所のブースや建物内の他、何処でも使用できます。  

常設便所のブース以外では囲い等が必要になります。平常時は備蓄しておきます。 
 

 

 

 

 

 

 

図 資 7-5 組立簡易式トイレ 模型図（例） 

（出典：防災公園のガイドライン）  

 

⑧携帯トイレ 

既存の洋式便器につけて使用する便袋タイプの便所です。平常時は備蓄しておきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 資 7-6 携帯トイレ 模型図（例） 

適宜使用（主に屋内で使
用） 

 （汚物置き場） 

 （汚物置き場） 

 必要に応じて搬出 

 必要に応じて汲み取り 

 簡易水洗タイプでは池水等を洗浄水に使用 

洋式便器に袋をセット 排泄後 凝固剤を投入 

（汚物置き場） 

袋を結び可燃ごみ（汚物置き場）へ 
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（出典：防災公園のガイドラインほか）  

（３）吹田市における災害時の「し尿処理」の対応 

「災害廃棄物処理計画（改訂版）（平成30年（2018年）7月）」においては、「被災者や避難

者の生活に伴い発生するし尿の処理については、公衆衛生の確保及び生活環境の保全の観点から、

可能な限り災害発生直後から収集・処理を行う」とされています。また、災害時のし尿の処理方法

は、「便槽等に貯留したし尿をバキュームカーで汲み取り、下水処理場へ搬入する方法（汲み取り）」

と「使用後の携帯トイレ（し尿を凝固剤等で固化させたもの）を燃焼ごみとしてダンプトラックで

収集し、焼却処理場へ搬入する方法（パック化・回収）」の二通りとされています。 

汲み取りによる処理方法は、市が運用できるバキュームカー（2ｔ車）の台数が2台（請負業者

所有）のみのため、避難所と比較して優先順位が低い避難地の収集・処理には、長時間を要するこ

とが想定されます。一方、パック化・回収による処理方法は、収集・処理が比較的容易であり、汲

み取りによる処理方法より即時性を図ることができます。これらの事情等から、市が避難所等に

備蓄する非常用便所の種類は、「組立簡易式トイレ」と「携帯トイレ」が大勢を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 資 7-7 環境部が備蓄する災害用便所の種類 

（出典：災害廃棄物処理計画）             

 

 

（４）検討結果 

避難地指定されている都市公園の便所に付加すべき防災機能の検討にあたっては、主に次の

３点を考慮する必要があります。まず、避難地（広域避難地・一時避難地）は、被災直後に避

難する場であるため、「防災機能の即時発揮」が求められる点です。次に、市全体の災害関係予

算の中で「低コスト」である点です。吹田市では、避難地で一時的な身の安全を確保した被災

者は、より安全な空間を求めて、数時間後には避難所等への避難行動をとることを想定してお

り、費用対効果を向上するためです。最後に、水道・下水道等のライフラインが機能不全に陥

った場合にも良好な衛生環境を確保するため、「速やかなし尿の収集・処理」が求められる点で

す。 

以上を考慮して検討した結果、避難地指定されている都市公園の便所には、新設時等に防災

物品の収納スペースを設け、非常用便所である「⑦組立簡易式トイレ」または「⑧携帯トイ

レ」を備蓄することで防災機能を付加します。非常用便所の入手方法は、今後関係室課と協議

し、工事による納品や複数部署による一括購入等の中から最適な方法を選択します。 

また、非常用照明の設置等にも努め、更なる防災機能の強化を図ります。 

 

 

 

 


